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東洋大学社会福祉研究　第4号i2011年10月‘
●東洋大学社会福祉学会　第6回大会／
　　　　　　　　　　【シンポジウム】
日韓の社会福祉比較、比較研究の課題、
　　社会福祉への総合性をめぐって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　シンポジスト：
柳　愛貞（韓国保健福祉部）／森山　千賀子（白梅学園大学子ども学部家族・地域支援学科准教授）／
　　　　　　　　　　森田　明美（東洋大学社会学部社会福祉学科・教授）
　　　　　　コーディネーター：秋元　美世（東洋大学社会学部社会福祉学科・教授）
司会：それでは、シンポジウムの方に進みたいと
思います。お手元の用紙集の方では5ページ以降
に資料を付けております。テーマがお知らせして
おりますとおり、日韓の社会福祉比較、比較研究
の課題、社会福祉への総合性をめぐってという総
合のテーマで3名のシンポジストの方と、それか
ら、コーディネーターは秋元先生にお願いしたい
と思います。
秋元：司会進行役を仰せつかりました秋元です，
これから予定として5時まで、シンポジウムを行っ
て、日韓社会福祉、比較研究の課題、社会福祉へ
の総合性をめぐってということで進めていきたい
と思います。予定ですと3人のシンポジストの先
生方から25分ぐらいずつ報告をしていただきまし
て、10分弱ぐらい休憩を挟みましてディスカッショ
ンを進めていくということでやっていきたいと思
います。
　まず3人の先生方に一・・人ずつ報告してもらいま
すが、始めるに当たりまして、ご紹介させていた
だきたいと思います。報告順でご紹介させていた
だきます。まず最初に柳先生です。その次に森山
千賀子先生です。（拍手）そして森田先生です，（拍
手）では、時間も迫っていますので、はじめてい
きたいと思います。
柳：皆さま、こんにちは。韓国保健福祉部の柳愛
貞と申しますTちょうど4カ月前にこの会場で博
士号を授与していただき、これまでの留学生活を
支えてくださった方々に学位取得者を代表して感
謝の言葉を申し上げました．それから4カ月たっ
て、新しい自分の立場で、新しいテーマを持って
皆さんにご挨拶できるようになり、本当に心から
光栄に思っております。私は森田先生にもお世話
になり、たくさんの偉い先生方に支えられて、今
の立場になったのですが、そのような先生方の前
で報告ができるようになったのは恥ずかしい気も
しますが、頑張ってみたいと思います。今日はい
らっしゃらないのですが、古川先生をはじめ、こ
の機会を与えてくださいました、小林先生、秋元
先生、金子先生にもう一度感謝を申し上げたいと
思います。
　私は現在、韓国の保健福祉部、日本の厚生労働
省ですが、そこで社会保障審議会の専門委員とし
て働いております。日本の組織を資料で見たので
すが、日本にも審議会があって、そこは非常勤の
専門委員がいらっしゃいますが、私は常勤で、日
本の厚生労働省における専門官の役割をやってお
ります，：専門官と言えば、日本と韓国に共通する
業務があるのではないかと思います。韓国には社
会福祉関係法の基本になる社会保障基本法という
のがあります。その法律に基づいて社会保障審議
委員会が運営されておりまして、そこで私は韓国
の5年間の社会保障長期計画を作ったり、毎年の
事業評価をしたり、韓国の福祉政策に提言できる
事項を提示したりするという仕事をやっています。
　このような仕事の関係もありますので、今日の
シンポジウムでは皆さんにどのような内容を紹介
したらいいかということをずっと悩んでいたので
すが、韓国の社会福祉政策の現状と自分が博士論
文として書いていた、独り暮らし高齢者とのかか
わりについて皆さんに報告するのがよいのではな
いかと考えました，
　いつも日本の資料は手に入っていますが、24時
間韓国語ばかり使っておりますので、日本語が変
なところもあるかもしれませんが、心を広くして
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聞いてくだされば、ありがたいと思います。それ
では、これから始めさせていただきます．
　まず目次からです。大きく五つの章に構成され
ておりますが、まずは韓国の社会変化に伴った政
策の現状，また、その現状に基づいた韓国社会福
祉の展開における総合的アプローチの類型という
のを探ってみました。その後、特に独り暮らし高
齢者サポートシステムの総合性を中心に皆さんに
報告をして、最後に今後の課題ということで論じ
ていきたいと思います。
　初めに、というところです。もう皆さんは十分
ご存じだと思いますが、韓国社会は人口構成の変
化、不安定な労働環境の長期化、または、社会保
障ニーズの激しい変化によって社会福祉政策の動
向が大きく変化しております。また、少子高齢化
社会の問題もとても大きな社会問題としてとらえ
られておりまして、核家族化の進展による高齢者
単独世帯、独り暮らし世帯や老人夫婦世帯が急速
に増えているという状況が見られます，また、セー
フティネットの不十分さ、高齢者の貧困問題の深
刻化、独り暮らし高齢者の社会的排除による自殺
や虐待問題が社会的に大きな課題としてあります。
　韓国も2020年になると、第1次ベビーブーム世
代が65歳以上の高齢者になります。それに伴って、
高齢者夫婦世帯や独り暮らし高齢者に対しての総
合的なサポートが必要ではないかということを最
近、いろいろな方々が提起しています。今日は韓
国の社会福祉の展開において、総合性というのが
どのような概念で捉えられ、また、どのようなサー
ビス類型を持って、特に独り暮らし高齢者への総
合的アプローチとして何が行われているかという
ところを皆さんに紹介していきたいと思います。
　まず韓国の人口構城の変化です。少子化社会と
いうことですが、2009年に保健福祉省の統計によ
ると、合計特殊出生率はL15％です。詳しく見ると、
2007年と2008年にちょっと上がっている様子が見
られます。韓国ではその年は「豚の年」というこ
とで、金色の豚の年に子供を生むと、その子供が
とても偉い人になるという韓国の風習があって、
それで出生率が若干上がりました，そして、2010
年度の6月までの出生率を見るとまたちょっと上
がりました。ちょっと下がったのに、なぜ上がっ
たのかということを分析してみると、2番目の子
供が生まれたということがわかりました。みんな
結婚をして、その時期に最初の子供を生みます。
大体韓国では2歳の差を持って子供を産むのがと
てもいいということで、ちょうど2年後に1番目
の子の弟か妹が生まれたということで、若干出生
率が上がったといううわさもあります。このよう
に若干上がっているような気がしますが、全体的
には韓国の出生率は下がる傾向です。
　これには1980年代の韓国の人口抑制政策が一番
影響を及ぼしたのではないかと思います．個人的
な意見としても、それは失敗だったと私は思いま
す。1980年代に出生率が3．47％、1．83％、1．67％と
下がっているときにも抑制政策をずっと続けてき
たことが今の少子化の一番の原因ではないかと私
は解釈をしております。また、女性の社会進出の
増加によって家族機能が変わり、社会に対してい
ろいろな機能を期待しているのですが、それがな
かなかうまくいかなかったということもあったし、
韓国は少子高齢化に対しての計画が2006年に初め
て策定されました。2006年の出生率がL13％だった
のに、そこから計画を作ったというところも、準
備段階や対応においても遅かったのも一つの原因
として考えられると思います。
　二つ目の原因は、韓国は高齢者人口がますます
増加していることです。これは出生率の低下とも
関係がありますが、高齢化率は10．7％を記録し、
ずっと上がっています。皆さんご存じだと思いま
すが、韓国は世界で一番早いスピードで高齢社会
になっているという話です。特に元気な高齢者の
介護予防制度の構築や家族介護負担の増加への支
援対策の強化、また、独り暮らし高齢者世帯の急
速な増加に対する地域サポートシステムの構築が
とても必要になっているということで、韓国社会
はこれらの課題を持っています，
　2番目の大きな韓国の社会変化の一つは、不安
定な労働環境の長期化です。韓国は三つぐらいの
労働環境とかかわる社会問題を持っていますが、
第一に非常勤労働者がとても増えています一2010
年現在、非常勤労働者の割合は全体労働者のうち
のほぼ半分を占めております。1997年以降、IM
F以降の雇用関係をみると、非常勤労働者の割合
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は長期化するか、現状が維持されるかという傾向
になっています，このような非常勤労働者の高い
割合は、短時間の労働機会が多くなること、再就
職や安定した所得の保障ができなくなったという
分析が可能だと思います．
　二つ目に若い世代の失業率が増加しております。
不安定な労働環境の長期化はまず少年の失業率を
高めるようになりました．2003年以降の若い世代
の新規就業者、就職できた者の数の減少傾向が見
られまして、それは現在もずっと続いています，
一方で、韓国では教育に対する熱気がとても高く、
大学を卒業して、高学歴で自分に合う仕事を見つ
ける割合が少ないということが一番の原因だと思
います。高学歴の人々は、定年が保障され、高い
賃金をもらって、いい労働環境で仕事をしたいと
いう希望を持っておりますが、定年保障が難しく
なっているという労働環境で、仕事を見つけるよ
うに頑張っている人たちも多いと思います。語学
研修でアメリカやイギリスに行ったり、また、大
学院に入って、もうちょっと時間を延ばしていき
たいというのも一つの傾向ではないかと思います。
　最後は、高齢者貧困世代が増加しているという
ことです。図を見ると左側にあるのが絶対貧困率
です．ナショナルミニマム以下の所得である世帯
構成を見ると、35．9％が高齢者世帯ですし、右側
にある図が相対貧困率ということで、十分位所得
の半分以下の所得世帯の構成を見ているのですが、
そこも高齢者世帯が50．1％を記録しております。高
齢者貧困世帯の半分以上が独り暮らし高齢者であ
るという結果もあります。これは孤独死の発生率
の増加ともとても大きなかかわりを持っておりま
すので、いろいろな社会的対応が必要ではないか
と思います。
　高齢者貧困世帯の増加を予防するためには、高
齢者が仕事できるような機会を提供することと定
年の延長です。日本でも話題になっていると思い
ますが、今、韓国は定年が大体53歳です．53歳ぐ
らいになると退職しなければならないのですが、
定年の年と年金受給年の間の貧困率がとても高い
ので、その期間をどうするか．今、検討している
のは、賃金抑制を入れるのがいいのではないかと
いうことで検討しているところです。
　GDPと比較した社会福祉財政ですが、韓国は
9．1％です。2005年の夏のものですが、去年は国の
予算増加率が8．1％でしたが、福祉予算は12．5％ぐ
らい増加しました。また、国全体の予算額の中で
福祉予算は、2010年現在は28％ぐらいを占めてい
ます。韓国の社会福祉財政の割合が継続的に増加
していることが分かると思いますが、いろいろな
福祉社会問題が起きていて、それに対して福祉か
らのアプローチの必要性が強調されているからで
はないかと思います。でも、先進国、アメリカや
イギリスや日本と比べても低いレベルですので、
予算をどのようにするかということについての十
分な検討が必要ではないかと思います。
　先ほど皆さんに社会保障基本法をさらっと紹介
しましたが、基本的に韓国ではこのような社会問
題、福祉ニーズに対して、社会保障基本法に基づ
いていろいろなサービスや制度をつくっています。
韓国の社会福祉制度は社会保険、公的扶助、社会
福祉サービス、また、関連福祉制度ということで、
四つの要素になっています。日本の社会保障の仕
組みを見ましたが、関連福祉制度というのは珍し
いのではないかと思います。これは後でまた説明
をしますが、社会福祉以外分野との連携によるサー
ビスをしないといけないということです。古川先
生のL字型の社会福祉ということを、韓国は1995
年から考えていたのではないかということを、韓
国の社会保障制度を見ながら感じたことがありま
す。
　そのような社会保障制度の基本的な構成によっ
て5年ごとに長期発展計画を作ります。李明博大
統領になりまして、2009年から2013年までの長期
計画に伴なう社会福祉政策、制度が行われていま
す。李明博大統領が提示しているというか、強調
しているのは能動的福祉です。一番モットーにし
ているのは、予防的福祉、普遍的福祉、見合った
福祉ということで、一番目指しているのは労働的
福祉です。国家と民間が一緒に協力をしながら福
祉を実現していくということで、その理念を持っ
ていろいろなところで制度を実施しています。
　六つか七つぐらいの大きな部分で説明できると
思いますが、まずはセーフティネットの強化で
す一国民基礎生活保障制度の扶養義務者基準をも
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うちょっと広げていくとか、緊急支援条件の追加．
韓国は社会保障の中に緊急福祉制度というのがあ
ります．いきなり失業した人たちや生活が貧しく
なった人たちに6カ月間または1年間、緊急福祉
制度ということで生活保障をしています。そこに
対してのサービスの制度をもうちょっと強化して
いこうということと、保育サービスなど、未来世
代に対する支援の拡大が必要であるということ，
また、新規制度として2008年7月から始まったの
ですが、老人長期療養保険制度の実施。また、7
月30日に初めて障害者年金制度を始めて、年金支
給が行われました。また、障害者長期療養保険制
度のモデル事業を推進して、今度、高齢者の長期
療養保険制度と障害者の長期療養保険制度を統合
していこうということで、いろいろな動きを考え
ているという状況です。また、老後所得保障の強化。
働かないと生活が貧しくなるということで、仕事
先をどういうふうに増やすかということと、庶民
への支援の強化ということでいろいろな事業が行
われています。
　最後に書いているのが社会福祉協業システムの
効率化ということです。韓国では去年これが一番
話題になっていて、また、最初につくらないとい
けないということで、社会福祉統合管理簿という
ことでIT化をしました。個人カードにすべての
国民の生活のいろいろな経歴を入れます，この人
の住民登録番号を入れると、その人が今までもらっ
てきた福祉サービスの種類が出てきます。保健福
祉部と各部署がやっている福祉制度からの受給内
容が見られて、必要な人にそのサービスを提供し
ようということでIT化して、それが今年の1月
から始まっています．資料を見ると、230億ウォン
をつぎ込んでシステムをつくりました。多分、こ
のシステムの構築というのが韓国のこれからの福
祉の発展にいろいろな立場の±台になるのではな
いかということで期待しているところです．
　このような韓国の社会保障、社会福祉をいろい
ろな制度から見ましたが、総合的ということでい
ろいろな立場に視点を置いて、いろいろなサービ
スをやっております．韓国の総合性というのは、
2007年に行われた事業法の中に、社会福祉問の施
設機能としての総合という概念が定義されて、そ
の重要性がより法律的に強調されるような傾向が
見られます。また、16次の見直しでは、自治体別
の社会福祉計画、日本の地域福祉計画ですが、そ
れを策定することが規定化されました、そのいろ
いろな内容について、韓国の地域福祉がとても強
調されたと思います。
　韓国は総合性という言葉と統合性という言葉を
一緒に使っています。統合的福祉システムと言っ
ても、今、日本で言う総合的アプローチと解釈し
てもよいのではないかと思います。その意味で、
韓国は総合性というのは一つの効率的なシステム
を持って、利用者に提供する、いろいろな福祉関
連の領域がネットワークをつくって、福祉サービ
スを提供していくという意味で使われています。
結構前から総合性ということが概念としてとらえ
られてきましたが、これが本当に福祉現場に定着
したのかというと、今までと比べるとそんなに定
着していない状況です。韓国は今までずっと総合
性ということを強調してきたのに、何でこんなに
定着が遅いのかということを考えてみると、総合
性と言いますが、その総合性という議論というの
がまだ理論として総合性のシステム構築がなかっ
たのではないかというように私は考えてみました。
　それで二つの類型に分けて、韓国の総合性を考
えてみました。まずはサービスを提供する提供者
側からの総合的アプローチ、また、利用者にとっ
ての総合性アプローチということで解釈をしてみ
ました。提供者としてのアプローチは社会福祉の
独自ではなくて、総合的なアプローチに基づいて、
サービス提供機関間の連絡、調整、また、協議な
どのネットワークを構築して運用できるようにサ
ポートするアプローチということで概念をつくっ
てみました一それに伴って行われている政策や制
度を見ると、先ほど皆さんに紹介した統合システ
ムのIT化がその一つになると思いますし、また、
社会福祉基本法に基づいて、保健福祉部を始めと
して、八つの部署が一緒につくっている社会保障
長期基本計画というのが総合的アプローチの例に
なるのではないかと思います一社会福祉と関連福
祉サービスの提供というところが提供者側から見
ると総合性ではないかと思います。
　利用者にとっての総合的アプローチというのは、
15
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各個人の生活ニーズに対応できる関連サービスを
ソーシャルワークの実践アプローチ、相談からモ
ニタリングまでの段階に基づいてワン・ストップ・
サービスを提供し、また、利用者にとってはより
便利で密着したサービスが利用できるようにサ
ポートすることが、利用者側から見た総合的アプ
ローチではないかということで定義してみました。
　先ほど阿部先生からお話がありましたが、社会
福祉館を中心として、地域のいろいろなサービス
をワン・ストップ・サービスで利用できるように
システムをつくっていること、また、独り暮らし
高齢者や精神障害者に対して、いろいろなワン・
ストップ・サービスができるようなセンターをつ
くって、革新的な役割をするというのが利用者に
とっての総合的アプローチになるのではないかと
いうことで考えてみました。
　独り暮らし高齢者というところに重点を置いて、
二つの場面からの総合的アプローチを詳しく探っ
てみると、今、皆さんがご覧になっている表は韓
国の独り暮らし高齢者の増加率ですが、今は高齢
者全体の20％が独り暮らしであるという結果が出
ています。今年で100万人を超えたということがこ
の間、記事にもなっていましたが、貧困で、しかも、
独り暮らしをしている方をどのように社会で対応
するかということが総合的アプローチにとっての
一番の話題ではないかと思います。その下に書い
てあるのは2006年から2010年までの韓国の老人福
祉の分野で行われてきた制度の変化ですので、皆
さんのご参考になればと思います。
　独り暮らし高齢者の生活問題も四つぐらいに分
けて考えられると思います。この図には韓国で行
われている独り暮らし高齢者に対するサポートシ
ステム、サポートサービスの内容が全部描いてあ
ります。日本にあるものもあるし、韓国にしかな
いものもあると思いますので、皆さんの参考にな
ればと思います。
　四つの問題に合わせて韓国はサポートの仕組み
を持っているのですが、まず経済的サポートです一
独り暮らし高齢者、特に低所得や生活保護対象者
に対してはある程度の生活保障ができていますが、
一般大衆に対しての所得保障というのは特にあり
ません。年金制度というのが一つだと思いますが、
韓国は年金制度の始まりがとても遅かったので、
現在の年金額で生活できるとはいえないくらいの
金額なので、それが一番の問題ではないかと思い
ます。前も話をしましたが、老後生活保障の対策
というのが独り暮らし高齢者を支えていくのに重
要な要因としてとらえなければならないのではな
いかと思います。
　身体健康的なサポートとして、医療保険、介護、
ドルポミということでサービスがあり、また、給
食サービスがあります。ドルポミ・サービスとい
うのは在宅福祉サービスです。韓国の介護保険、
長期医療保険である訪問介護サービスがあって、
それとは別に在宅高齢者福祉センターというのが
あって、そこから低所得で介護サービスが受けら
れない人たちに介護訪問をするサービスがドルポ
ミ・サービスとして行われています。内容は見て
くださればいいと思います。給食サービスという
のはお弁当の配達サービスですが、これを社会福
祉館が中心になってやっているところがとても多
いです。後で福祉館のいろいろな機能の話が出ま
すので、ここではこのように説明することにしま
す．
　三つ目は家族の社会的サポートです。余暇サー
ビスとか、生涯教育サービスとか、安否確認サー
ビスとか、1人1人の支援を一緒にやっておりま
す。
　四つ目は、最近、居住福祉ということで、韓国
は国±海洋部と保健福祉部などの住宅関係の部署
が共同で居住福祉ということを大きく検討してい
ます。その中で低所得集合住宅の供給を拡大して
いくとか、老人住宅類型を多様化していくなどの
検討が行われている状況です。
　社会福祉館というのは、よく聞いている方もい
らっしゃると思いますし、初めての方もいらっしゃ
ると思いますが、地域の中で、日本で言う福祉セ
ンターのように位置付けされているセンターです一
対象はすべての住民です．また、そこにソーシャ
ルワーカーが働いています。そこでとらえている
福祉ニーズは、その地域をベースにした地域住民
のニーズと理解してくださればいいと思います，
ソーシャルワーカーの業務の流れについてみると、
まずサービスの依頼が来ると、ソーシャルワーカー
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が訪問したり、面接をしたりして、その利用者さ
んのニーズの把握をして、そのニーズの解決がこ
の福祉館でできれば、そこでやるし、もしできな
ければ、地域の関連福祉機関との連携を取って、
そこからサービスができるようなシステムをつく
ります．また、大事なことは、そのサービスの提
供が終わったら、関連サービス機関がサービスを
提供するということで、サービスが終わることは
なくて、ずっとモニタリングをします。それで住
民のニーズができるだけ解決できるようにする支
援を、社会福祉館のソーシャルワーカーがやって
おります。
　2007年から独り暮らし高齢者のみを対象にした、
独居老人支援サービスセンターが始まりました。
それは社会福祉館の一つの事業として自治体が委
託事業として実施しているところが多いんですが、
現在、韓国はほぼワン・ストップ・サービス・セ
ンターを中心として独り暮らし高齢者へのサービ
スを提供しています。
　そのセンターでやっている業務は、皆さんが今、
ご覧になっているとおり、四つの事業に分かれて
います。地域サービスシステムを構築する事業、
民間、官民組織をネットワークする事業、セーフ
ティネットを構築する事業、また、地域資源の開
発や配分の事業を行うという四つの大きな事業内
容を持ってやっています。
　このような今までの韓国で行われている独り暮
らし高齢者サポートシステムに対して、総合的ア
プローチということに重点を置いて、韓国はどの
ような特徴を持っているかということを先ほど分
けた二つの視点から見ると、まずサービス供給シ
ステムとしての総合性というのは、IT化を構築
したサービス対象や内容の効率性を確立する制度
のサービス。次に、法律的な根拠に基づく社会福
祉サービスを含んだそれ以外の関連福祉サービス
の提供。三つ目は社会福祉館や独り暮らし高齢者
ワン・ストップ・サービス・センターを中心とし
た地域機関とのネットワークを構築するというの
が、提供側からの総合性の観念から解釈できるの
ではないかと思いますr
　また、利用者としてのサービス利用システムの
総合性というのは、社会福祉館や独り暮らし高齢
者のワン・ストップ・サービス・センターを中心
とした連携サービスを拡大して、ワン・ストップ・
サービスができるようにシステムをつくるという
こと。二つ目は、独り暮らし高齢者ワン・ストップ・
サービス・センターのソーシャルワーカーによる
いろいろなモニタリングシステムというのが利用
者にとって総合的なサービスを受けていると感じ
るシステムではないかと思います。
　二つとも共通点として持っているのは、韓国は
社会福祉館や独り暮らし高齢者のワン・ストップ・
サービス・センターが両方その機能を持っている
ということで、総合的アプローチとして、このよ
うな施設や機関のサービスの核心になれるような
サービス機関をつくることが一番大事なことでは
ないかということが結論として考えられるのでは
ないかと思います。
　今後の課題ですが、先ほど説明したとおり、ま
だまだ韓国は社会福祉領域における総合的アプ
ローチの理論化がとても不足しています。しかも、
総合的アプローチではなくて、いろいろなところ
からの、なぜこれが必要であるか、なぜ今後これ
を展開していかなくてはいけないかというのを理
論化する作業がとても少なかったです。なので、
これからはいろいろな理論のシステム化をして、
それに対して、いろいろ議論ができるようにする
こともとても大事だと思いますし、また、各社会
福祉事業においての総合性に対して、もうちょっ
と検討してみることが必要ではないかと思います。
　また、独り暮らしサポートシステムを中心に考
えてみると、今までサービスセンターをつくる方
向でシステムを構築してきましたが、活性化でき
るようにする質的な問題も挙がってきますので、
より高い質のサービスの提供ができるように支え
ていくこともとても必要ではないかと思いますc
　最後は、独居老人支援センターの業務マニュア
ルが全国同じになっていますが、それは間違って
いると私は思います，地域の特性を基にした地域
ごとのサービスセンターのサービスの提供がとて
も必要ではないかと思います，例えば、都市と農
村のセンターではサービスの内容も違うと思いま
すし、低所得賃貸集合団地にあるセンターのサー
ビス内容と一戸建て住宅、一・般住宅のあるところ
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のサービス内容は違ってこないといけないのでは
ないかと思います。最後にまた貧困とかかわりが
あるのですが、貧困地域と豊かな地域の独り暮ら
し高齢者に対してのワン・ストップ・サービス・
センターの内容も違ってこないといけないのでは
ないかということで、四つぐらいを課題として提
示してみました，さらっと韓国の福祉の政策の全
般を踏まえて、皆さんに独り暮らし高齢者まで説
明するということでしたが、時間が足りなかった
のであまり深いところまでは説明ができませんで
したが、これが一つの土台になるのではないかと
思います。
　最後に、実は私は今日、4カ月ぶりに日本に来
ましたが、とても久しぶりに日本に来たような感
じがしました。なぜなんだろうということで、本
当にどきどきして東洋大学の正門のところを入っ
てきました。この門を入ったら、高村さんが独り
暮らし高齢者の報告をしてくださって、門さんが
外国人に対するアプローチの報告をしてください
ました。高村さんが報告してくださった見守りシ
ステムというのをうかがい、韓国の保健福祉部の
中でもワン・ストップ・サービス・センターで行
われている地域はもうちょっと質を高めていかな
いといけないのではないかということで議論が始
まりました。この見守りシステムをもっと活性化
できるように、どのようにそのマニュアルを作る
かということで、ちょうど3日前に会議をしまし
たので本当に勉強になりました。
　私は先週から韓国の保健福祉部の外国人政策を
つくる担当になりました。韓国の保健福祉の中に
は外国人政策はなかったので、今回、つくってみ
ようということで、その担当にいきなりなりまし
たcどうこの資料を調べたらいいのだろうと思っ
ていたのですが、門さんがちょうど報告をしてく
ださって、いろいろな機会で本当によい時間だと
思いましたT
　社会保障、社会福祉政策の仕事をやりながら、
最近、4カ月の間ずっとアメリカやイギリスやス
ウェーデンやいろいろな国の社会保障政策をレ
ビューしてきて、韓国のこれからの社会福祉政策
はどのような方向で行けばいいんだろうというこ
とで、一つの報告書を作って私の上司に報告しま
した。それを作りながら考えたのは、韓国も今ま
でアメリカやイギリス、ヨーロッパやアメリカの
影響を受けて政策をつくってきました。でも、い
ろいろな政策を見てみても、日本と韓国が一番類
似の環境にあると考えまして、福祉法の中で今ま
で日本の政策に関する議論をしたことがあまりあ
りませんでした。日本の福祉政策、また、日本が
今までどのようにやってきたかというところを韓
国と比較しながら見ると、私が保健福祉部に勤め
ながら考えたのが、東アジアの福祉国家、福祉の
モデルを構築しないといけないと思うようになり
ました．日韓の比較というのが大事な時期になっ
たのではないかと思います。
　これから東アジアの福祉モデルをつくっていき
たいということで、私が思っているこの考え方、
この方向で一緒にやってくださる方がいらっしゃ
れば、一緒にやってみたいし、また、先生方、先
輩の皆さまにいろいろな助言をいただいて、韓国
も日本のような福祉政策の条件をつくっていける
ようにしたい、もし先生方で日本よりもっといい
レベルを韓国でつくればいいのではないか話をし
ていらっしゃらないかもしれませんが、そこに一
つでも役に立てることになればと思います。報告
は以上です。ありがとうございました。（拍手），
司会：どうもありがとうございました．柳先生に
はたくさん用意していただいた中のほんの一部分
しかお話しいただけなかったと思いますが、また
後ほどの議論の中でご紹介いただければと思いま
す。続いて、森山先生の方から、申し訳ありませ
んが、25分ぐらいでよろしくお願いいたします。
森山：白梅学園大学子ども学部家族・地域支援学
科の森山と申します。東洋大学大学院社会学研究
科福祉社会システム専攻を2004年の9月に修了し
ました。私は昨年の1年間、勤務先から長期研修
の機会を得て何度か韓国に出かけて参りました，
本日はそこでの学びを踏まえて報告をさせて頂け
ればと思います，
　本日は、どのような内容からご報告すべきかと
迷いましたが、韓国の介護保険である老人長期療
養保険については、ご存じでない方もおられると
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思いますので、先ずはその内容についてご報告さ
せて頂きます。その上で在家（宅）老人に対する
様々なサービス、在宅（家）福祉の発展過程につ
いて、そして老人医療に関して少しだけ押さえな
がら、「介護支援の総合性」という今回のテーマに
引きつけて行きたいと考えます，なお本報告では、
老人長期という制度名にあわせ、高齢者ではなく
老人の用語を基本的に使用させて頂きます。
　韓国の介護保険である老人長期療養保険は、
2008年7月に施行され、早くも丸2年が経過しま
した。制度導入の背景には、①低所得者中心の老
人福祉制度の限界、②長期入院、社会的入院の広
がりの中での老人医療費の増加、③人口の高齢化
とそれに伴う認知症等の要介護老人の増加、④家
族の扶養機能の変化と介護費用の負担の増大、⑤
少子化と女性の社会参加などがあげられます。韓
国は、低所得層以外の社会的支援がほとんどなく、
また家族の形態も急速に変化してくる中で、家族
の扶養負担、介護負担、金銭的な負担が非常に大
きかったと思われます。加えて、認知症者の増加、
老人虐待の顕在化、少子化と女性の社会参加とい
う変化の中で、社会制度そのものに限界性があっ
たと考えられます。
　資料には日韓の老人福祉制度等の比較を一覧に
してありますが、高齢化社会の到来は日本が1970
年、韓国が2000年、高齢社会は日本が24年後の
1994年、韓国は18年後の2018年と予測されていま
す。老人福祉法は日本が1963年、韓国は1981年に
制定され、介護保険法は日本が2000年、韓国が
2008年です。また、介護保険発足時の高齢化率は、
日本が17．3％、韓国は10％でした。保険者は、日
本が市町村および特別区であるのに対し、韓国は
全国一律で国民健康保険公団（以下、公団）です。
加えて被保険者は、韓国では65歳以上の高齢者と
64歳以下の老人性疾患のある方で、区分は3等級
であり、1等級が最重症になります，ちなみに4
等級ができるという話もありましたが、今のとこ
ろは3等級の区分になっていますtそれから、利
用者負担は在宅が15％、施設が20％ですrそして、
ケアプランは、公団担当者による略式ケアプラン
であり、ケアマネジャーを導入しなかったのが韓
国の介護保険の特徴の一つでもあります一
　次は法の目的についてです．わが国の介護保険
法の第1条（2005年の改正介護保険法）には、「尊
厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した日
常生活を営むことができるよう、必要な保健医療
サービスに係る給付を行うために、国民の共同連
帯の理念に基づき、介護保険制度を設け、（中略）
国民の保健・医療の向上及び福祉の増進を図るこ
とを目的とする。」と記されています。一方、老人
長期療養保険の第1条には、「老後の健康増進およ
び生活安定を図り、その家族の負担を減らすこと
で国民の生活の質の向上を図ることを目的とする」
と記されています。どちらも英語の表記では「ロ
ング・ターム・ケア」ですが、法の目的の差違は、
社会システムの違いを表していると考えられます。
　老人長期療養保険での給付内容は、在宅給付で
は訪問療養（訪問介護）、訪問入浴、訪問看護、昼
間保護i（ディサービス）、短期保護（ショートス
ティ）、福祉用具の給付や貸与があります。施設給
付では、老人療養施設、老人専門療養施設、老人
療養共同生活家庭（グループホーム）があります．
そして、特別現金給付の家族療養費は、離島や一
部の過疎地等を対象にしたものであり、療養病院
看病費と特別療養費は施行保留になっています。
　次は保険者の長所と短所についてです。もとも
と公団は健康保険の保険者ですので、老人長期療
養保険は健康保険のノウハウを生かした保険制度
ですので整合性があります。先程の柳さんのご報
告でIT化の話がありましたが、保険のシステム
は一律的、あるいは、合理的な内容になっている
と思います。また、公団は既存の有給人材がいた
ようで、人材の有効活用が図られたということが
長所としてあげられます。
　短所に関しては、総合性の議論にも関係します
が、公団の保険制度と市町村の福祉サービスがう
まくつながっていない、公団は全国一律、一本化
した組織であるため、地域の実情に合ったサービ
スを展開しにくいという側面があります。特にイ
ンフラ構築の責任性においては、老人施設を公団、
市町村のどちらが整備するのかが不明瞭な状況に
あります．
　次は療養保護士について少し触れさせて頂きま
す，たしか2004年の10月に東洋大学でU本社会福
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祉学会が行われた時には、老人長期療養保険は「老
人スバル保険」と言われていたと思います．スバ
ルとはお世話するという意味合いを持つ韓国の言
葉ですが、最終的には老人長期療養保険という名
称になりました。そしてその保険下の介護の担い
手として療養保護士という国家資格が誕生しまし
た．療養保護士の教育は、1級課程が240時間、2
級課程が120時間で始まりましたが、2010年からは
2級課程は廃止になり1級に統合されました。療養
保護士の教育時間は、新規は240時間ですが、施設
で働いていた、在宅で働いていたという経歴者は
実習や実技の時間が短くなります。また社会福祉
士や看護師やPT・OT等の資格保持者であって
も、一定の研修を受けて療養保護士の資格を取得
しなければ、療養保護士としての介護報酬はもら
えません。加えて、同居家族の訪問療養を行う場
合には、療養保護士の資格を取得し訪問療養の事
業所に登録し、その事業所の療養保護士になるこ
とで、1日90分を上限に介護報酬が支払われます。
つまり、療養保護i士は老人長期療養保険下の介護
職という位置づけになります。
　療養保護士の導入に関するギャラップ社という
会社の調査では、訪問療養においては、家族の心
理的負担が減った、在宅は15％の自己負担ですむ
ため経済的負担が軽減されたなど、大方肯定的な
評価でした。しかし、制度発足当初の教育機関や
訪問療養事業所等への設置にあたっての規制緩和
は、教育機関並びに訪問介護事業所の乱立を激化
させ、過当競争、不当運営などの課題が生じました。
2009年4月の段階では、全国の1，137カ所教育機関
で80万人の療養保護士が誕生しました。ちなみに
現在の日本介護福祉士の登録者数は89万人ですの
で、いかに短期間で多数の人材が養成されたかが
伺えます。このような過剰な養成への対応策とし
て、国は養成機関の設置条件の強化、教育内容の
変更（今年の4月26日から実施）、そして試験制度
が導入（8月14日に第1回の国家試験が行われる
予定）しました，教育内容の変更点については後
で資料をご覧いただければと思いますが、認知症、
ホスピスケア、応急措置等が新たに科目として盛
り込まれ、時間数は他教科の時間数を少しずつ削っ
た240時間のままになっています一
　訪問療養（訪問介護）の事業所も、2009年の6
月の段階では全国に6，400カ所が設置され、介護支
援サービスの市場化が進むなかで、事業者の乱立
による利用者の取り合い等の過剰・過当競争、不
正受給の実態が顕在化しました。そのため、2010
年1月からは、1事業所当たりの療養保護士を3人
以上から20人以上に変更し、さらに、わが国と同
様に87％が時間給制の中で療養保護士への無理解
もあり、療養保護士の勤労関係の保護や社会的認
識の改善のため、契約書の作成指針等が出されま
した。加えてケアマネジメントの機能が十分でな
いため、在宅給付では略式ケアプランが訪問療養
のみ、中間保護（ディサービス）という偏りがあ
りましたが、それを柔軟にしていくという動きが
出ています。
　次は、在宅の高齢者に対する多様な福祉・介護
サービスについてです。先程の柳さんのご報告に
もありましたが、韓匡1内には沢山の社会福祉館や
老人福祉館などあります。そこでは無料で食事を
提供する無料給食サービス、老人宅にお弁当やお
かずを配達する在家老人食事配達サービスなど行
われています。その他に宗教団体や民間企業の社
会奉仕団などによる志願奉仕／ボランティア）活
動もあり、草の根的なインフォーマルサービスが
点在しています。加えて2007年に社会的企業育成
法が制定され、福祉事業を担う社会的企業も増え
てきています。ここでは時間の関係もありますの
で、福祉・介護サービスについては資料をご参照
頂ければと思いますが、老人福祉法による在宅の
老人福祉事業の展開過程については、少しだけ述
べさせてさせて頂きます。先ほど申し上げたよう
に、韓国では1981年に老人福祉法が制定されまし
た。そして、1987年には老人家庭奉仕員のモデル
事業が韓国老人福祉会によって行われ、1989年の
同法の改正によって老人家庭奉仕員事業が制度化
されました。1992年には在宅の老人奉仕センター
が設置され、1993年には中間保護i事業（デイサー
ビス）や短期保護事業（ショートステイ）が制度
化されました。1990年代は在宅サービスが整備さ
れ盛んになってきた時代だと思います，そして、
1996年には国庫補助事業による老人家庭奉仕員の
養成事業が始まり、日本ホームヘルパー協会との
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交流も行われ、2000年前後には教材開発、老人虐待、
認知症ケアの研究なども進められてきました。
　2000年に入ると、当時の大統領である金大中
氏が慶祝時の中で「老人療養保障制度を導入す
る」と発表し、急速な高齢化現象が取り巻く中で、
2007年に老人長期療養保険が成立しました。そし
て、老人長期療養保険が施行とともに老人福祉法
も改正され、今までの老人家庭奉仕員事業は老人
福祉法上の訪問療養という名称になり、補助金の
削減や新規の養成事業等がなくなりました。加え
て、社会福祉法人等が運営してきた在宅福祉事業
は、老人長期療養保険下の事業に移行し、2010年
1月からは、農漁村に限定した在家老人支援セン
ターが別途新設、或いは自治体の補助金による独
自の在家老人支援サービスが行われるのみになり
ました。
　老人医療に関しては簡単に述べたいと思います。
わが国と同様に生活習慣病予防や急性期医療は健
康（医療）保険ですが、慢性期になり等級判定を
受けた段階からは老人長期療養保険を使うという
ことになります。しかしここ数年、健康保険の範
躊である療養i病院が増えてきていますt国は2002
年から中小の病院の経営を活性化するために、療
養病床の拡充支援融資事業を始めました。2008年
には病床（院）数が拡充したとしてこの事業自体
は終了しましたが、2004年では115か所であった病
院数が、2010年の1月現在では799か所に増えてい
ます。社会的入院が後をたたない状況と、療養病
院での看病費を含めた患者負担は月額200万W～
400万Wであり、経済的負担はかなり大きいと思わ
れます。
　では、本題の介護支援の総合性をめぐる諸課題
について考えたいと思います。周知のように韓国
は日本以上に高齢化の進展が早く、私の印象では、
日本の1980年代から現在までの様相を1／3～1／2
位の期間で体験しているように感じられます。韓
国社会が制度・政策の転換期であること鑑みなが
ら介護支援の総合性について考えますと、ケアの
継続性や、介護支援の連続性を、どのように進め
て行けばよいのかということが課題の一つにはあ
ると思います，公団と市町村との関係、それから、
健康（医療）保険と介護保険との関係、地域のネッ
トワークや社会資源と社会的サービスとの関係、
血縁・地縁と社会的サービスとの関係、介護サー
ビスの市場化と既存の福祉サービスとの関係など、
切り口もさまざまにあるのだろうと考えます。前
述したように老人長期療養保険と老人福祉サービ
スの二元化の中では、重度の要介護者は保険サー
ビスを利用しないと生活がままならない．しかし
既存の老人福祉サービスの継続や併用は制度上出
来ないというのが韓国の実状です。制度自体が分
断しているなかで、そのような制度の狭間のなか
で、老人虐待や老人の自殺も増え続けているよう
に思います。
　韓国に行くと、しばしば日本の地域包括支援セ
ンターについて聞かれます。公団は保険制度の中
での介護予防を模索し、老人福祉館は地域の実情
に合った介護予防の拠点として、さまざまな層の
人たちが集う地域のコミュニティーセンターとし
ての機能を模索しているようにも見えます。国家
主導型の韓国では、ソーシャルワークが育ちにく
いという見方もありますが、社会資源を紡ぎ介護
支援に対応していくためには、ソーシャルワーク・
ケアワークの役割や機能を、ホリスティックな視
点から捉えることが重要になると考えます。
　もう一つ若干角度は異なりますが、儒教（考）
思想と介護i思想との関連性と総合性というのを考
えてみました。韓国の老人福祉法（第3条）には
「国家と国民は敬老孝親の醇風美俗による健全な家
族制度が維持、発展するように努めなければなら
ない」という文言があります。また、韓国の老人
福祉法による施策には、扶養家族控除や敬老優待
控除などの老親扶養に対する税金控除などが見受
けられます。誤解を恐れずに言うのであれば、考
の思想を懸命に守ろうとして姿のようにも思えま
すが、社会の変化は急速であり実態とは乖離し始
めている向きもあります。ここで何を言いたいか
といえば、家族との関係を維持し支援する介護i支
援策の強化と社会的ネットワーク構築を、人を大
事にするという考え方を持つ考の思想と自立支援
と尊厳をまもる介護の思想を通して模索できない
かということです，家族支援、介護者支援に関わ
る立場から言えば、いわゆる家族介護者は介護者
である前に一人の人間であって、一人の生活者で
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す。そこのところをきちんと踏まえた介護者支援
の在り方が総合的な社会的ネットワークの実践に
は必要であると考えます。儒教（考！思想に基づ
く高齢社会モデルは宣賢奎氏が主張しております
が、韓国と日本を含めた東アジア諸国における孝
を中心とする儒教的な倫理、それと血縁・地縁と
地域ネットワークを福祉資源として活用しながら、
家族との関係性を断ち切らない社会的な介護体制
づくりも、アジア的な介護支援モデルの一つとし
て検討できないかと考えたりしています。
　ここで規定の時間だと思いますので、終わりに
させて頂きます．ありがとうございました。（拍手）
司会：どうもありがとうございました。それでは、
続いて森田先生の方から、また25分でよろしくお
願いします。
森田：こんにちは、森田でございます。突然、高
齢者問題ではなく、子育て家庭を支援するという
ことで私がお話しすることになります。このこと
は司会者の秋元先生が調整してくださるので、私
がそんなに心配しなくてもいいだろうと思って考
えてはいたのですけれども、私がここで一体何を
話したら、このお二人のものを受けて、皆さんの
研究に多少役に立つような接続ができるか考えて
みました。私はこれまで国際比較研究を踏まえて
日本の児童福祉研究をしてきました。韓国研究に
どの過程で出合い、どんなふうに韓国を私は見て
いるかということをお話しすることが多分、皆さ
んに役に立つのではないかと思い、今日はそのお
話をさせてもらおうと思っていますr
　私は1980年ごろから研究をしてまいりましたか
ら、約30年です．そのうちの25年ぐらいはアメリ
カと日本の研究に費やしてまいりました。20世紀
の間はずっとアメリカの研究をしてきて、そして、
21世紀に入るころからアジア、特に韓国に出合い、
そして、韓国研究と日本の研究を重ねてきていま
す。
　私はアメリカとの比較研究を踏まえて、韓国で
は何に気づいたか。今日、お二人の方が丁寧に韓
国の話をしてくださっているので、むしろ、私は
そこから何が学べそうかということをお話します一
　私がアメリカの研究をした背景をお話すると、
20世紀には、特に子育て・保育支援では特にアメ
リカの企業を中心とした子育て家庭・保育支援、
まさにアメリカモデルが日本に導入されてきまし
た。ただ、何が変わらなかったかというと、働き
方や、社会や家庭における女性の位置が違います。
日本とアメリカと子育て家庭に関する社会のつく
り方は保育制度や子育て支援について非常に似て
きたけれども、日本の働く女性たちの苦しさがそ
こにあるのです。
　今日は韓国の研究ですので、そちらに話を進め
ます．日本と韓国の比較を始めた研究までは、基
本的に私の国際比較研究方法は、私自身や研究仲
間と一緒にその国を訪ね、そして、その国を理解
して、当事者から実態をうかがって研究をすると
いう方法でした。ですから限られた人へのインタ
ビューでしたから、私が見ている韓国というのは
非常に偏っているのかもしれません。つまり、韓
国の中から何を学ぶかあるいは、何をそこから感
じ取っていくのかということに中心をおいて私は
研究を進めてきましたので、そういった意味でどっ
ぷり韓国社会に漬かっているわけではないのです。
そこのところが、これまで報告されたお二人とは
大きく違うと思います。
　ちょうどここに去年、本にまとめたものがあり
ます．（森田『子どもの権利一日韓共同研究』日本
評論社，2009年）昨年が子どもの権利条約が国連で
採択されて20周年ということで、東アジアの会議
を韓国でしました。2002年に韓国の大学の研究者た
ちと子どもの権利、あるいは、日本の保育制度に
関する共同研究を始めましたので、今から言えば、
8年、9年ぐらいになります。ここからは自分た
ちがというよりは、韓国の研究者と対等な関係で
研究を進めていきながら、お互いの社会の中にお
互いが持っている課題を共有し、そして、どうい
うふうにその中で学び合っていくのかという研究
方法に変わってきました一今は、10代の親支援と
いうことで共同研究を進めていますが、ここはそ
れをミックスしたような形で、韓国の研究者も参
加しているし、また日本から韓国に行って調査も
しているという形で、それがかなり総合的に入り
組んだ形で展開している状態になっています，
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　私はその中で何を日本が学ぶか、私は何を学ん
できたかということを4点お話ししたいと思いま
す．今日の話の中にはあまり出てきませんでした
が、私が21世紀に入るぐらいのところから韓国と
日本の比較研究をずっとやってきている中で一番
重要な分岐点と考える点はIMF危機です，これ
は1997年の年末に韓国に起きて、そして、ある意
味で言えば、韓国はこれで終わってしまうのかと
思うぐらいの危機的状況でした。柳さんはそのこ
ろは子ども……、大学1年だったのですね。東洋
大学でも学生たちが続々と母国に帰られなければ
ならないぐらいひどい経済危機でした。まだそれ
から13年しかたっていないわけですが、そんなこ
とはみじんも感じさせないぐらいの経済発展を遂
げてきています。
　第1にこの間に私が注目しているのは政治です。
IMF危機の後、政権が大きく変わります。その
当時は金大中政権でした。その後、盧武鉱政権で、
そして、今、李明博政権になっていると。この三
つの政権、特に前半の二つの政権はある意味で言
うと、IMF危機の中から、当時、野党だった政
党が政権を握るという、ちょうど日本と同じよう
な状態が韓国で展開するわけです．その後、韓国
の社会福祉政策の根幹を成す国民生活保障法の制
定を金大中の政権は真っ先に手掛けます。その後、
盧武絃政権にいろいろな形でつないでいく。つな
いでいく中で盧武銭政権はその当時、最も女性た
ちが熱望した家族法の改正というところに向かっ
ていきます。
　ちょうどこのころから私は韓国と日本の研究を
やり始めていたわけですが、私が大きな違いに感
じたのは、第2に当事者運動、あるいは、社会運
動と連動した政策展開です．つまり、これらの人
たちが政権を支持し、そして、政権を成立させて、
そして、政権を具体的に動かしていく非常に強い
担い手になっていたということです。それから第
3にこれは私たちが本当に肝に銘じなければいけ
ないことだと思いますが、研究者や学会との強い
連動が韓国の場合にはある，まさに政権が変わる
と政治にかかわっている研究者たちも全員変わっ
てしまうといわれていますが、それぐらい非常に
強い連動がありました一
　そして、後でお話ししますが、例えば、具体的
に言うと、2004年、盧武絃政権の中で重要な施策
である家族を守るために行った健康家庭基本法と
いうのがあります。これは家政学界。学界の界は
私が間違えたのではなくて、界はこういう界です。
要するに、家政学の世界で提案された健康家庭基
本法という、家族を中心にして具体的な政策を展
開していくという、そういう提案がほとんどその
まま法律化していくという程に大変強い関係を
持っています。それから、第4に市民社会と企業、
宗教、この力と国家政策との関係が非常に強いと
いうことです。日本が韓国から学んできた点とし
ては、以上の4点が中心になると思います。
　では、私が考えている日本と韓国の子育て問題
と支援を比較する価値はどこにあるかということ
です。今日、お二人の方は高齢者のところでお話
になりましたが、実は高齢世帯というのは、ある
意味、子育て世帯の次に来る。次というか、かな
り後になりますが、子育てが終わり、次に高齢者
の時代がやってきますので、そういう意味では恐
らく子育て家庭の問題というのは先行していると
私は感じています。
　丁寧に柳さんがデータをご紹介くださったので、
私は簡単にお話ししていくと、つまり、日本以上
に急激な家族変化をしているというのが韓国の特
徴です。韓国も日本も少子高齢化で、もう一つ子
どものところで重要なのは婚姻率も下がり、離婚
率も下がっているということです。これは非常に
大きな特徴です。それから、1997年12月にIMF
危機を経験した国。日本に何度も訪れている経済
危機をどのように日本は乗り切るのかということ。
そして、3番目に韓国の子ども施策は完全にター
ゲット戦略といわれていますが、低所得者層にター
ゲットを絞り込んだ政策です。その政策と先ほど
言ったように非常に多様化している家族、特に今
の韓国の中で言うと、婚姻率が下がっています。
日本もそうですが、婚姻率が下がってくると、結
婚できない人たちが出てくるわけです。そうする
と、結局、移民と結婚していくという問題が発生
してくる一これは高齢者のところだと介護の問題
が出てきますが、若い世代だと結婚のパートナー
としての問題が発生してくるわけです，日本もよ
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く農村の花嫁で問題になりましたが、韓国でも朝
鮮民族の方、あるいは、中国の方の流入が非常に
多いということ。そういった中で多様な家族を抱
えるようになってきているという問題があります，
　簡単に私は比較をしてみましたが、要するに、
家族の問題が圧縮して起きるという問題は、日本
もヨーロッパなどから比べたら、圧縮していると
いわれていますが、韓国は日本の比ではありませ
ん。約30年を比較すると韓国が離婚率としては
1970年段階ではまだ0．4％でした。それがはるかに
日本を超えて、24％まで上がりました。合計特
殊出生率も1970年代は4．5％という驚異的な出生
率だったものが2008年には1，19％まで下がってし
まっています。2000年の初めのころ。2003年とか
2005年とか、この時期に離婚率はもっとも高くて、
合計特殊出生率はもっとも低い水準にあったので
すが、このスパンが韓国の場合は非常に短いとい
う課題を抱えているわけです。
　先ほどお話ししたように、韓国は政権が5年間
で変わります。そのたびに大きく制度が変わって
きました，ある意味では政治主導型。日本はそう
いう意味で言うと、今までは政治主導型ではなく
て、行政が、官僚が主導してきたためにそれほど
の激変はなかったわけです。けれども、韓国の政
治主導型、特に1997年のIMF危機以降のところ
では急激な変化をきたします。これは日本がこれ
から恐らく出合うであろう変化を先取りしている
と思います，
　例えば、私が昨年まとめた4力国の比較のひと
り親政策の展開過程（杉本・森田編著『シングル
マザーの暮らしと福祉政策一日本・アメリカ・デ
ンマーク・韓国の比較調査』，ミネルヴァ書房
2009年4月）で見ると、最初の母子保健法のとき
には丸々日本の母子及び寡婦福祉法をコピーして、
韓国版をつくるかたちでしたが、日本はちょうど
今、母子及び寡婦福祉法を父子家庭にも適用して
いますが、韓国では2007年10月には、祖父母が孫
を育てているというのが韓国の場合には多いので、
こういった家族を包み込んでいくような支援の法
律に変えたりしています。韓国の場合は政治主導
で、こうしたこれまで必要だと言われて実現しな
かった法律が整備されていくわけです，
　母子世帯数については国によって数の出し方が
違いますので、比較しにくいところがあります。
韓国の場合には子どもの年齢は上限なしで、母と
子で暮している世帯が全数出てきますので、日本
と比べれば、韓国の場合ももう少し少なくなって
いくだろうと思われますが、いずれにしても、日
本と韓国というのはほかの国に比べるとかなり少
ないですし、そして、なおかつ、韓国の場合には
いわゆる一般的な手当というのがまだ整備されて
いないという点で、ターゲット戦略によって政策
がつくられているということが言えます。韓国の
場合ですとここのところです。政策的に分析して
みると、日本と同じようなところで、特に男女平
等政策が弱くて、なおかつ、福祉政策も弱いとい
うところに入っているといえます。
　韓国の場合に日本と違ってくるのは、盧武絃政
権の中で女性家族部という形で一つの省庁をつく
り、そこで子ども施策、家族政策、女性施策を一
体的につくり上げていくという総合的行政担当を
つくって展開するという形です。先ほどのターゲッ
トを今度は家族全体に移しながら、家族法も変え、
なおかつ、具体的な制度も切り替えていくという
ように変わっていくわけです。そのことが大きく
韓国自体を変えてきたし、そして、日本がこれか
ら大きく学ばなければいけない点はそこにあるの
ではないかと思います。つまり、これは今の日本
の状況ですが、子育て家庭というのは、具体的に
は生活をマネジメントしたり、あるいは、家計を
確保したり、子どもを後見していくという役割が
あるのですが、その後ろに隠れているジェンダー
課題というものにほとんど焦点を当てられないで
政策が展開されていません。具体的にはいくつか
の政策はありますが、なかなかそれが浸透してい
かないというのが今の日本の状況だと考えていま
す。
　ご存知かと思いますが、日本は今、新しい政権
の中でいくつかそれを克服するための議論がなさ
れています，これがいい形になっていくのか、悪
い形になっていくのか、これは先を見てみないと
分からないですし、また議論してみたらいいと思
いますが、いずれにしても、韓国が…つ盧武銭政
権の中で展開したものというのは、実は日本の中
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では非常に遅れている。つまり、日本は穏やかな
変化をずっとやってきましたので、具体的には、
例えば、皆さんの資料の最後のところに付けてお
きましたが、日本の少子化対策を韓国の場合は5
年ぐらいでやってしまいますが、日本の場合には
約20年かけて、これをつくり上げてきました，こ
の中に具体的には少子化の対策室がつくられて、
子ども家庭省に近い施策が取られたり、あるいは、
幼保の一体化という形で具体的には認定子ども園
がつくられたり、あるいは、認可保育所の一般財
源化が行われたりしているわけです。そういった
意味で言うと、韓国が5年ぐらいで仕掛けてきて
いるものを日本は20年ぐらいかけて時間をかけて
整備している。
　もう一つ、先ほども韓国が地域包括支援センター
に非常に注目しているというお話がありましたが、
韓国の中で非常に弱かった部分がそれぞれ国家政
策として、つまり、政治主導ですから国家戦略と
しては動くけれども、基礎自治体、あるいは、地
域レベルに落とすということになると民間の事業
者が動かしていくので、その国家戦略とある意味
でターゲットをつないでいくところのサービスの
供給体制というのが非常に弱いということがあり
ます。日本も実はこのマネジメントをするという
ところが非常に弱くて、日本の場合にはサービス
自体も不足しているということがありますが、し
かし、私が専門にしている子どもとか子育ての部
分はそれを家庭に届けていく仕組みが地域にほと
んどないという状況ですので、そういった意味で
今ようやく、日本の中で語られ始めているサービ
スをマネジメントしていく子育て支援の部分の担
当者の育成や整備が話題になっているということ
をご紹介しておきたいと思います。
　具体的に今、日本がどういうサービスの状況に
あるかということを整理してみましょう一韓国の
場合には非常に密着した地域の中で地域福祉館と
か宗教団体がサービスを展開していきますので、
そういう意味ではそこがニーズをキャッチし、そ
れを自由に展開するという力を持っています，日
本の場合にはそこがかなりの部分を公的なサービ
ス主体が公的サービスとして展開していくという
ことになります一それを民に委ねたとしても、公
的サービスの範囲の中で民に委ねていきますので、
民の独自性、あるいは、民の固有性みたいなもの
がなかなか発揮されないという限界があります。
その結果、何が起きるかというと、サービスとし
ては安定したものが供給されているけれども、な
かなかそれが必要としている人たちにとってマッ
チングするものにならないという決定的な問題が
起きてくるわけです。利用者にとって必要な支援
として総合的に展開しないというところが日本の
問題ではないかと感じています．
　地域の中で一体何が起きているかということで
すが、具体的にはいろいろな施設、地域の中です
と一番多いのが、保育所、あるいは、若干利用し
ているところで言えば、地域の子育て支援センター
とか、そういったところがありますが、いずれに
しても、この中で言うと、利用している子どもに
対してはある程度のサービスは提供されています
が、支援が必要な家庭、あるいは、全く自分自身
で自覚していないような人たちのところには何も
届かないし、利用していたとしても支援者が認識
しないで問題を抱えている当事者であるという発
見が遅れる場合が非常に多いです。
　時間がありませんので後は皆さんに読んでいた
だきたいのですが、資料に用意しましたのは、人
口が約50万人の東京近郊の自治体で、小学生以降
になったらデータはつかめませんので、乳幼児期
のみ、6歳までの子どもが一体どこに通い、そして、
どういう問題を抱えている家族がどれぐらいいる
かという数を入れ込んでみた図です。このような
図も自治体単位ではほとんど作られていないのが
実態だと思いますが、それをやってみると、いわ
ゆる保育を受けている人たちについては若干サー
ビスがありますが、それ以外のところは幼稚園や
保育所に任せているだけでほとんど他のサービス
はない，具体的にはこの自治体には児童館もある
し、子育て支援センターもありますが、利用した
としても1割にも満たないという数であるという
ことがわかります。
　最後ですが、私が常々、総合的な目線を持って、
社会福祉のサービスを特に子育て家庭に今、何が
必要なのかというときに、この総合という視点は
非常に重要で、その総合の一つは、例えば、子育
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て家庭でいくと労働と教育と福祉です。あるいは、
保健なども入れなければいけないかもしれません
が、ここのネットワークをどう組むか、ここのバ
ランスをどう組んでいくかというのが非常に重要
だと思います。つまり、働きやすい、収入が得や
すい、そして、具体的には子育てしやすいという、
こういう具体的な総合性の問題。それはサービス
の供給ということですが、あとは具体的に利用者
のかかえる問題にきちんと合わせた形でサービス
を一つのシステムとして届けていくということ。
こういった視点とシステムが今、非常に必要で、
そのことが十分に行われないために、支援が必要
だけれども、地域の中で放置されたままで予防施
策も回復の支援もないままに放っておかれている
家庭というのは非常に増えている。ここでの総合
性というのが非常に重要だというのが私の申し上
げたいことです。以上です。ありがとうございま
した。（拍手）
ディスカッション
司会：先ほどの3人の先生方のご報告を受けまし
て、少し3人の先生方とお話をしていきたいと思い
ます。例えば、韓国のこの状況はどうですかと聞
けば、きっといろいろ答えてくれる方たちばかり
です。しかし、それをするとそれだけで終わって
しまいますので、今回は韓国の制度でこれはどう
ですかという質問ではなく、こちらで先ほどの3
人の先生方のお話を踏まえて、このシンポジウム
自体が総合性というのを一つのキーワードにして
組み立てたということもありますので、それにか
かわらるいくつかの論点をあらかじめ私の方で提
示させていただきます。それについて3人の先生
方に自由にお話を一通りしていただいて、時間が
どの程度あるかにもよりますが、その後でフロア
から少し発言をいただきながらやっていきたいと
思います。
　総合性ということにかかわって、大きく言って
二つほど論点として考えてみました。一つは、3
番目の森田先生の報告の中にも出てきたものです
が、対象設定、セッティングの問題があります。言っ
てしまえば、対象とする問題を限定することによっ
て、逆に総合的に対応できるということがありま
すeただ、それは対象自体が限定されているとい
うこともあって、いかに問題を普遍化していくの
かということも他方で課題になってきます7とこ
ろが、対象設定を普遍化していくと総合的なアプ
ローチが逆にしづらくなってしまうという問題も
あります，
　政策的な課題としてはそれをどう考えたらいい
のかということで、これは同じように日本でも韓
国でも問題になっています，韓国の場合は今日の
お話などを聞く限り、いろいろな形でのターゲッ
ティングということを結果的に極めて政策的に行
い、その結果として総合的な対応がうまくいって
いるという現状があるわけですが、その対象を広
げるときの難しさというものに直面しているとい
うところがあるようです。ですから、それを総合
性ということに代わって、どう考えるのかという
ことで何かご発言できることがあれば、ご発言し
ていただくと，
26
第6回大会の記録12010年8月1／シンポジウム「日韓の社会福祉比較、比較研究の課題、社会福祉への総合性をめぐって」
　もう一つは総合化をする場の問題ですtどうい
うものを通じて総合化するかということにかか
わってくるのですが、制度によって総合的に問題
を見ていく、制度を総合的につくるという方向性
というのがひとつあると思います。あるいは、制
度や組織というのがいろいろ不十分なところがあ
るということが仮にあると、逆に今度は実践でそ
の不備を補充するような形で総合性を確保してい
くという方向性が実際にはあると思います。
　どちらかというと日本の場合は、制度としてい
かにそういう総合的なものをつくろうかというこ
とで、実際にそれがうまくいっているかどうかは
別にして、そういうアプローチが多いように思い
ます。韓国の場合には、まずは制度というよりも
いろいろな問題をとにかくいろいろな社会資源を
使って、実践として総合的に対応していくという
ことが進んでいくというところがあったのではな
いかと。つまり、制度が成熟する前に、社会問題
としてのさまざまな福祉問題が極めて大きな問題
として存在してきたため、実践で何とかしなけれ
ばならないというところがあったのではないかと
いう印象を持っています。
　そういう制度における総合性と実践における総
合性というのを前提にしたときに何か先生方で指
摘できることがあれば、指摘していただくという
ことで、順番は先ほどの逆で森田先生の方から少
しお話ししていただければと思います。
森田：先ほどお話ししたように、韓国の少子化と
いうものと家族の多様化というのが日本の比では
なく急激ですから、結局、対象者が急増するわけ
です。対象者が急増していくと、それまでのター
ゲットで非常に少数を丁寧にいわゆる民の形で
やっていたものがもうできなくなっていく。そう
すると、そこで具体的に拡大していくときにどう
いうふうに実践者たちは納得していくのかとか、
あるいは、どう役割分担していくのかとか、そう
いったいわゆるマネジメントがすごく重要になっ
てくると思います。そうすると、そのマネジメン
トは誰がするのか，要するに、今、そういうとこ
ろが韓国では非常に大きい課題だろうと思いますr
　私のところには韓国の施策をつくっていらっ
しゃる研究者たちがたくさんお見えになりますが、
多分そこは日本の場合には行政が施策をまずつ
くって、そして、民に投げるという形でやってき
ましたから、そこのところは非常にうまくいきま
す。でも、逆にそれはものすごく遅くて、ターゲッ
トがずれたりとか、いろいろします。でも、それ
はそれで安定した供給がしていけるという良さが
あると思います。日本はある種の、当たっているか、
当たっていないかは分からないけれども、保育制
度や経済支援など広く平等にサービスを供給して
きた。深刻な問題をかかえる子どもや子育て家族
が地域の中に噴出してきたときにターゲットをど
ういうふうにきちんと当てていくのかというとこ
ろに日本が来ていることとまるで逆状況が韓国の
場合は出てきていると思います。
　それから、場の問題ですが、場の問題は皆さん
多分あると思いますが、非常に感じるのは、例えば、
韓国で今、ウィスタートという、出生のところか
らの差別をなくそうというもの。アメリカでもヘッ
ドスタートとか、イギリスでも。生まれたときに
差があるという認識で徹底した教育をそこからス
タートさせるということとか、家族の平等とか、
そういった家族制度とか、そういったものを一方
で大激論をしながらいじり、その中で制度をつくっ
ています。
　一方で福祉の役割というのを限定的に考えなが
ら、ほかの戦略と力を合わせていくという方法が
世界中でとられているのですが、日本の場合には
それが非常に弱い。特に私がかかわっている子ど
もや子育て家庭の部分の児童福祉の分野はそれが
極端に弱いということを感じています。
森山：韓国は、今まで低所得者を中心にした福祉
がずっと続いてきましたので、就労の問題も含め
て、次上位階層という低所得者への施策が中心
であったと思います。施設においても、低所得
者、生活保護の方が入所するのが施設のイメージ
で、後になって有料の施設ができてきましたが、
中間層に対しては今まであまり対策がとられてい
なかったと思います，ですから、実践的にさまざ
まな社会資源を使って何とかしてきたという面が
あったのではないかと考えますr現在のように、
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認知症者や要介護iが増え、家族機能も変容し、老
老介護や老人虐待等が社会問題化してくると、介
護支援の問題は政策課題になり、トップダウンの
形で介護の必要度に応じて誰もがサービスを利用
できる保険制度ができあがりました，ここでのター
ゲットは、一定水準以上の介護が必要な人たちで
あり、15％ないし20％の自己負担ができる人になる
と思います．国としては国民の満足度は高いと評
価していますが、供給側を確保するための規制緩
和やサービスの市場化は、不正や過当競争といっ
た新たな課題を生み出しました。
　制度における総合性や実践における総合性とい
うことを考えると、例えば現在の日本の地域包括
ケアシステムの動向などをみると、国が「医療・
介護・予防・住まい・生活支援サービスを切れ目な
く、有機的かつ一体的に提供する地域包括ケアシ
ステムの実現」という政策課題を掲げても、地方
自治の流れのなかでは責任を負うのは自治体です
から、その地域の中に、総合的にみるという視点
を培っていかないと実現できにくいと思います。
　韓国では、社会福祉法人や社会福祉館のような
ところが、地域の中でさまざまな福祉的事業を展
開してきました。しかし、介護支援サービスの供
給主体の多様化、市場化の流れの中では、過当競
争に目が奪われ今まで培ってきた福祉事業の先駆
性や責任性、即時性などを飲み込んでしまってい
る感じがします。逆に低所得者にターゲットを絞っ
てやってきた時のほうが、例えば、社会福祉館や
在家（宅）奉仕センターなどを中心にして家庭奉
仕員と職員との連携しながら、ニーズを掘り起こ
してきたという歴史があったと思います。総合的
視点を培うという意味で、エンパワメントやマネ
ジメントなどのソーシャルワーク的な機瀧は非常
に必要だと思いますが、韓国は今、多様な社会資
源を結びつけ関連づけていく力、仕掛けていく力、
制度をつなぎ合わせる力などが、各々の組織の思
惑の違いによって一致点を見つけられない状況に
あるのではないかと感覚的には思っていますr
柳：私は本日、森山先生と森田先生のお話をうか
がって、こんなに韓国の研究をしてくださってい
る方々がおり、また、先生方が考えていらっしゃ
る内容どおりに韓国が動いているということをう
かがえて、本当によかったと思います。休憩時間
に小林先生から、あなたは政策担当になってから、
頭の中が変わったねというお話がありました。私
は保健福祉部に入る前は特養の事務局長でした．
そのときは現場の話ばかりで、現場をどのように
やれば介護がうまくできるようになるかという、
そのレベルで考えていました。保健福祉部の福祉
政策課に行くと、福祉の政策の全般が見えるよう
になって、このような事情があるから、あそこの
現場でこういうシステムができなかったんだとい
うことを、4カ月の間でいろいろ感じるようにな
りました．自分なりにたくさんの勉強ができる時
間を持っているというのが現実です。
　いつも私が考えているのは、韓国において福祉
とは何だろうということです。行政の人たちはみ
んな言います。韓国って大体の福祉国家が持って
いる制度は全部持っている。その中で一つまだで
きていないのが子ども手当、児童手当です。それ
以外は全部そろっているから、韓国も結構福祉が
発展しているのではないかということで議論を始
めます。正直言って、保健福祉部全体の職員の中
で福祉を勉強して、現場の経験を持って、博士ま
でやった人は私しかいません。日本で勉強した人
が入ったということで、最近、研究プロジェクト
や政策をつくるとき、法律を改正するときには来
てほしい、意見を出してくれという話を頻繁に聞
きます。
　しかし、行ってみていつも感じるのですが、な
ぜこの制度にしないといけないか、この制度が目
指しているものは何かということがはっきり見え
てきません。私がコメントをするのはいつも同じ
で、なぜこれを考えて、これをずっとやってみる
とどうなるのかということです。このことを私の
考えで判断してみると、まだまだ韓国は社会福祉
と政治の関係を超えた本当の福祉が持っている理
念を実現できるようなシステムにはなっていない
ということなります一
　先ほどターゲットを中心として普遍化する総合
的アプローチということをおっしゃってください
ましたが、行政から見ると、法律をつくる人は国
会議員です．国会議員はこの法律をつくって、私
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はこんなに活動していて、こういうふうに福祉社
会をつくるために頑張っていますということを提
示しないと、次回、自分がまた国会議員になれる
という保障はありません。そうするとどうなるか
というと、予算を含めたターゲット化をして、そ
の結果を基にして普遍化していくのがいいプロセ
スではないかと思います。ターゲット化したとき
にそれをどのように制度や実践のレベルでうまく
運用できるようにしていくかというところが、福
祉の分野で今議論しなければならないテーマでは
ないかと思います。
　韓国は今、ある程度経済状況がよくなっている
という話がありますが、一般の国民が感じている
経済というのはまだまだあまりよくない状態なの
で、それならどうするかということで、李明博大
統領の政権では福祉の財政をあまり拡大していな
い状況です。森田先生がおっしゃったとおりで、
盧武鉱大統領と金大中大統領のときには本当に福
祉が拡大できて、いろいろな制度が始まりました。
李明博大統領になってから始めたものは少ないで
す，
　そういう意味で、取りあえず財政の拡大はしな
いで、国民が福祉に対して好感度を高められるよ
うにどうすればいいかということを考えたときに、
できれば今、地域にある資源を活用して、うまく
サービスが提供できるように支えていくモデルを
つくっていると私は思っています。この場合、ター
ゲット化した対象に今ある資源を活用してサポー
トするというと、一番よく使われる方法は総合的
アプローチではないかと私は考えています，韓国
は対象によっていろいろなワン・ストップ・サー
ビスが基本的に使われていますが、その中身を見
ると、ある程度これまでの基礎があったのではな
いかと思います，
　私が今、皆さんに紹介してきましたように、韓
国は今本当に悩んでいる時期です。すなわち、今
まで韓国は選別主義というか、国が主導して、社
会保障、公的扶助を基にしてどんどん低所得者や
生活保護対象者を中心としてサービスを拡大して
きましたが、今後はどうするのかというのが今の
課題です一アンデルセンの福祉国家の類型から言
うと、韓国は社会民主主義に行くか、自山主義に
行くかということを決定しないといけない時期に
きています。多分、今の李明博大統領は自由主義
を重視しているのではないかと思います。低所得
者を中心としたサービスと言っていますが、政府
を主としないで、民間の参加を入れてやろうと思っ
ているのではないかと思います．しかし、それで
は国民は福祉が発展しているという感じがあまり
しないので、次の大統領は何を選択するかという
ことがこれからの課題ではないかと思います。政
策レベルの広い話になってしまいましたが、私は
本当にそう思っています。
　先ほど皆さんに報告したとおり、私は総合的ア
プローチというのを二つに分けました。供給者レ
ベルでのアプローチというのは、ざっと資料でま
とめたように、政策レベルにおいてのアプローチ
でした。また、利用者にとってのアプローチとい
うのは、実践現場において資源のネットワークを
つくるという方向で、総合的アプローチというの
は両方とも考えないといけないと思いますし、先
ほど紹介しましたように、IT化も総合的アプロー
チとしては革新的なものになれるのではないかと
いう期待を持っています。
　最後に言いたいのは、まだ4カ月しか働いてい
ませんが、韓国も社会福祉ソーシャルワーカーが
政策の中心に入らないと本当の福祉を検討する機
会にならないのではないかということです。日本
もそうだったと聞いたことがありますが、そのよ
うな方向をめざすことが、これから必要ではない
かと思っております。以上です。
司会：ありがとうございました。コバヤシ先生で
はありませんが、ユさんが政策的な話を正面から
話すというのは本当にびっくりするような、イメー
ジが大きく変わった印象を改めて受けましたけれ
ども，実はもう時間がほとんどなくなりつつある
のですが、この後、もしよろしければ、懇親会な
どがありますから、そのときに直接尋ねてみると
いうこともできると思います。そのうえでこの場
で聞いてみたい、聞いておきたいということがあ
れば一こういう言い方をすると出てこなくなって
しまうのか分かりませんけれども、お願いします，
　実はこの企画にはもちろん私もかかわっていま
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すが、初めからいろいろと相談に乗っていただい
ているコバヤシ先生が一口かんでいまして、最後
にコバヤシ先生の方から印象に残ったことでも何
でも構いませんから、一言、締めのお話をしてい
ただければと思います。
小林：今朝の高村さんの話との関連で考えますと、
地域のデリバリーシステムのところで紹介があっ
た「見守り相談室」という仕組みは、厚労省社会・
援護局地域福祉課が導入したものですが、この仕
組みはまた、介護i保険財源による地域包括支援セ
ンターの軒先を借りています。つまり、いろいろ
な意味で寄木細工のようになっていて、いま最先
端の課題である孤立防止、孤立死の防止というよ
うな課題への対応が、寄せ木細工でできていると
いうような感じがあります。何故、このような問
題への総合的なコミュニティ政策が出てこないの
か。地域に権限と財源を下ろして総合的に対応す
るという仕組みがなぜできないのか。これがまず
問題だと思います。
　ばらばらな施策が国から下りてくるのは仕方が
ないとすれば、自治体が総合化しなければいけな
いのは、柳さんが話されたとおりです。スェーデ
ンやデンマークの強さは自治体が総合的な実施体
制をもっているからです。1992年のスウェーデン
のエーデル改革では、高齢者サービスの実施が基
本的に自治体に下ろされたと聞いています。これ
に対して、日本の今の仕組みでは、どうしても国
が出してくる条件を待って対応することにならざ
るを得ない状況にあります。
　第2に、地域についてですが、ここでも同じよ
うに、地域住民の参加を前提とした総合化する仕
組みになっていない、ボランティア、民生児童委員、
社会福祉協議会、行政、それぞれがばらばらに地
域での活動をしています．
　第3に、地域には社会福祉法人などの運営する
さまざまな施設があり、そこが事業委託を受けて
総合的にやってくれればいいという議論があると
思います。しかし、日本では施設サービスはなか
なか地域に出ていかないと面があるのではないか．
高齢者だけでなく、児童の場合も同じでしょうね一
　柳さんの話された韓国の社会福祉館を2、3見
せてもらいましたが、とにかくいろいろな問題を
まず受け止めて対応するという、展開の早さがよ
く分かりました。日本よりはるかに早い。このよ
うな急速な近代化と急速な福祉への対応が求めら
れるのは、東アジアで経済発展する国の特徴では
ないかと思います．あっという間に少子化・高齢
化が起きて対応を急がなければならない．ヨーロッ
パの場合には、高齢化も緩やかだし、コミュニティ
もまだ十分生きています。日本や韓国では、コミュ
ニティがどんどん壊れていってしまう。家族と政
府だけになって、家族が壊れると後は何もないと
いうことになってしまうのでしょうか。
　最後にもう一つ，エスピン・アンデルセンが言っ
たように「脱商品化」「脱階層化」という考え方に
よって、社会統合が失われないようにする政策が
重要でありますが、これはまた、その国の中産階
層をきちんと守ってゆくということでもあるよう
です。ヨーロッパにはその意味で社会主義的な仕
組みが残っているのですが、この面から見て、日
本の現状はどうなっているのか、韓国はどうなる
のか。こういった視点もかなり重要な論点になる
のではないかと思います。今日の議論に触発され
て、少し気が付いたことを申しました。
司会：どうもありがとうございました。時間にな
りました．／あらためて今日ご報告いただきました
3人の先生方に拍手をお願いいたします。（拍手）
それでは、これで終わりにしたいと思います。
30
